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(57)【要約】
【課題】測定誤差を増大させる要因である変調器のαパ
ラメータ、変調指数、測定系の損失の影響を含有せず、
高精度な波長分散測定を可能とする波長分散測定装置を
提供する。
【解決手段】光源１０から出力される連続光に対し、任
意の変調指数の位相変調を位相変調器１２により与えた
後に分散媒体１３に入射する。位相変調器１２は周波数
可変発振器１１出力の正弦波信号により駆動される。分
散媒体１３の出力光を受光器１４で電気信号に変換し、
スペクトラムアナライザ１５により交流成分を観測する
。分散媒体１３中においては位相変調－強度変調変換が
起こるが、位相変調周波数を掃引させると、分散媒体１
３の出力光の時間波形が強度変調成分を持たない、すな
わち連続光になる変調周波数が存在する。この変調周波
数の値から分散媒体の波長分散を高精度で直接導出する
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定装置において、
　連続光を発生させる光源と、
　周波数掃引可能な正弦波信号を発生する電気信号発生器と、
　前記電気信号発生器から出力される正弦波信号によって駆動され、前記光源の出力光に
対して位相変調を行う位相変調器と、
　前記位相変調器から出力される出力光を、前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気
信号に変換する受光器と、
　前記受光器から出力される電気信号の交流成分の強度を観測する交流成分観測手段と
を具備し、
　前記交流成分観測手段により交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被
測定媒体の波長分散値を求める
ことを特徴とする波長分散測定装置。
【請求項２】
　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定装置において、
　連続光を発生させる光源と、
　広帯域な電気雑音成分を発生する雑音発生器と、
　前記雑音発生器から出力される電気雑音成分によって駆動され、前記光源の出力光に対
して位相変調を行う位相変調器と、
　前記位相変調器から出力される出力光を前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気信
号に変換する受光器と、
　前記受光器から出力される電気信号の交流成分の強度を観測する交流成分観測手段と
を具備し、
　前記交流成分観測手段により交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被
測定媒体の波長分散値を求める
ことを特徴とする波長分散測定装置。
【請求項３】
　前記位相変調器の後段に波長分散値が既知である分散媒体を具備し、
　前記位相変調器から出力される出力光を前記波長分散値が既知である分散媒体を通した
後に前記被測定媒体に入射した場合と、前記位相変調器から出力される出力光を前記被測
定媒体に直接入射した場合との２通りについて前記交流成分観測手段により交流成分が極
小値を取る周波数を求め、これらの周波数から前記被測定媒体の波長分散値を符号も含め
て求める
ことを特徴とする請求項１又は請求項２に記載の波長分散測定装置。
【請求項４】
　前記光源は前記連続光の波長が可変の波長可変光源であり、
　前記被測定媒体の波長分散値の波長依存性を測定する
ことを特徴とする請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の波長分散測定装置。
【請求項５】
　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定方法において、
　連続光を発生する工程と、
　周波数掃引可能な正弦波信号を発生する工程と、
　前記正弦波信号を用いて前記連続光に対して位相変調を行う工程と、
　位相変調された前記連続光を前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気信号に変換す
る工程と、
　前記電気信号の交流成分の強度を観測する工程と、
　前記交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被測定媒体の波長分散値を
求める工程と
を具備する
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ことを特徴とする波長分散測定方法。
【請求項６】
　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定方法において、
　連続光を発生させる工程と、
　広帯域な電気雑音成分を発生させる工程と、
　前記電気雑音成分を用いて前記連続光に対して位相変調を行う工程と、
　位相変調された前記連続光を前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気信号に変換す
る工程と、
　前記電気信号の交流成分の強度を観測する工程と、
　前記交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被測定媒体の波長分散値を
求める工程と
を具備する
ことを特徴とする波長分散測定方法。
【請求項７】
　位相変調された前記連続光を波長分散値が既知である分散媒体を通す工程と、
　位相変調された前記連続光を前記分散媒体を通した後に前記被測定媒体に入射した場合
と、位相変調された前記連続光を前記被測定媒体に直接入射した場合との２通りについて
交流成分が極小値を取る周波数を求め、これらの周波数から前記被測定媒体の波長分散値
を符号も含めて求める工程と
を具備する
ことを特徴とする請求項５又は請求項６に記載の波長分散測定方法。
【請求項８】
　前記連続光は波長を可変とし、
　前記被測定媒体の波長分散値の波長依存性を測定する
ことを特徴とする請求項５から請求項７のいずれか１項に記載の波長分散測定方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光ファイバや光部品の基本特性の一つである波長分散値を測定する波長分散
測定装置及び波長分散測定方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　光通信システムを構築する光ファイバや光部品の基本特性の一つである波長分散は、光
通信システムにおける光信号の伝送特性に大きな影響を与える。この波長分散による光通
信システムの特性劣化を抑制するためには、光ファイバや光部品の波長分散を正確に測定
する技術がまず必要とされる。一方、通信容量の拡大への需要の高まりから、１．０μｍ
帯等、これまで利用されてきた通信波長帯以外の波長帯を新規に開拓する試みが進められ
ている（下記非特許文献１参照）。このような新規波長帯についても波長分散測定技術が
確立することが望まれる。
【０００３】
　波長分散の測定方法としては、位相シフト法（下記非特許文献２参照）、光パルス法（
下記非特許文献３参照）、干渉法（下記非特許文献４参照）のように測定波長をステップ
状に掃引して群遅延時間特性を測定し、これを波長で微分することにより波長分散を求め
る方法がある。しかし、これらの測定法においては、波長掃引可能な光源、又は複数の波
長の光源が必要とされ、これは上述の１．０μｍ帯等、技術的な開拓がまだ十分に行われ
ていない波長帯においては実現が容易でない場合もありうる。
【０００４】
　波長掃引可能な光源、又は、複数の波長の光源を必要としない波長分散測定法として、
ベースバンドＡＭ応答測定法（下記非特許文献５及び下記非特許文献６参照）がある。
　下記非特許文献６に示されている、この方法による波長分散測定の構成を図１４に示す
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。
【０００５】
　図１４に示すように、本方法においては、光源１０から出力された光を強度変調器４０
により強度変調した際に発生する変調側波帯の位相関係が分散媒体１３中の波長分散より
変化し、その結果、光の時間波形が変化することを利用する。強度変調周波数を変化させ
た場合、光の時間波形の強度変調成分が極小値を取る強度変調周波数が周期的に存在する
。その周波数の観測を受光器１４及びネットワークアナライザ４１を用いて行う。強度変
調成分が極小値を取る周波数ｆmは式（１）で与えられる。
【数１】

【０００６】
　ここで、ｎは極小値の次数（１、２、３、．．．．）、Ｄは分散媒体の単位長さ当たり
の波長分散値、Ｌは分散媒体長、λは測定波長（光源波長）である。また、強度変調器４
０のチャープパラメータ（αパラメータ）は０であるとしている。強度変調成分が極小値
を取る周波数を測定し、式（１）から波長分散値ＤＬを得ることができる。
【０００７】
　一方、波長掃引可能な光源、又は複数の波長の光源を必要としない別の波長分散測定法
として、位相変調器を用いる方法が提案されている（下記非特許文献７及び下記特許文献
参照）。本方法においては光源からの光が特定の周波数で位相変調を施された後に分散媒
体に入射される。分散媒体中では位相変調成分が強度変調成分に変換されるが、その変換
の割合が波長分散に依存することを利用して、分散媒体の波長分散を導出するものである
。
【０００８】
　下記特許文献１において実施例として示されている波長分散測定装置の構成を図１５に
示す。
　図１５に示すように、光源１０からの光は外部位相変調器１２によって特定の周波数で
変調される。位相変調器１２は周波数固定で動作させる発振器５０により駆動する。また
、位相変調器１２の出力光の一部を分波器５１により分波し、光スペクトラムアナライザ
５２によって光スペクトルを観測することにより、位相変調の変調指数を求める。
【０００９】
　分散媒体１３を通過した後の位相変調光は分散に応じて一部が強度変調成分に変換され
ている。そこで、受光器１４の出力に含まれる交流成分と直流成分をそれぞれ交流電圧計
５３、直流電圧計５４にて測定し、その強度比を比較器５８により求めることによって分
散媒体１３の波長分散を知ることが可能となる。交流電圧計５３の前段にはバンドパスフ
ィルタ５５を挿入する。
【００１０】
　なお、下記特許文献１においては、分散媒体１３へ入射する位相変調光の強度を光増幅
器５６又は可変光減衰器５７の設定により変化させ、分散媒体中での自己位相変調の効果
を変化させることによって分散媒体の波長分散の符号を特定する方法を提案している。ま
た、下記特許文献１中に記述があるように、下記特許文献１で提案されている波長分散測
定法においては、位相変調周波数を固定した状態で波長分散測定が行われる。
【００１１】
【特許文献１】特許第３２３７６８４号公報
【非特許文献１】Ｋｅｎｊｉ　Ｋｕｒｏｋａｗａ、外５名、“Ｈｉｇｈ　Ｃａｐａｃｉｔ
ｙ　ＷＤＭ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　ｉｎ　１．０μｍ　Ｂａｎｄ　ｏｖｅｒ　Ｌｏ
ｗ　Ｌｏｓｓ　ＰＣＦ　Ｕｓｉｎｇ　Ｓｕｐｅｒｃｏｎｔｉｎｕｕｍ　Ｓｏｕｒｃｅ”、
２００８　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｂｅｒ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｃｏｎｆｅｒｅ
ｎｃｅ　ａｎｄ　Ｅｘｈｉｂｉｔｉｏｎ／Ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｆｉｂｅｒ　Ｏｐｔｉｃ　
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Ｅｎｇｉｎｅｅｒｓ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ（ＯＦＣ／ＮＦＯＥＣ２００８）、２００８
、ＯＭＨ５
【非特許文献２】Ｂｒｕｎｏ　Ｃｏｓｔａ、外３名、“Ｐｈａｓｅ　Ｓｈｉｆｔ　Ｔｅｃ
ｈｎｉｑｕｅ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｃｈｒｏｍａｔｉｃ　
Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ　ｉｎ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｂｅｒｓ　Ｕｓｉｎｇ　ＬＥＤ’ｓ
”、ＩＥＥＥ　ＪＯＵＲＮＡＬ　ＯＦ　ＱＵＡＮＴＵＭ　ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ、Ｖｏ
ｌ．ＱＥ－１８、Ｎｏ．１０、１９８２年１０月、ｐ．１５０９－１５１５
【非特許文献３】Ｌ．Ｇ．Ｃｏｈｅｎ、外１名、“Ｐｕｌｓｅ　ｄｅｌａｙ　ｍｅａｓｕ
ｒｅｍｅｎｔｓ　ｉｎ　ｚｅｒｏ　ｍａｔｅｒｉａｌ　ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ　ｗａｖｅ
ｌｅｎｇｔｈ　ｒｅｇｉｏｎ　ｆｏｒ　ｏｐｔｉｃａｌ　ｆｉｂｅｒｓ”、ＡＰＰＬＩＥ
Ｄ　ＯＰＴＩＣＳ、Ｖｏｌ．１６、Ｎｏ．１２、１９７７年１２月、ｐ．３１３６－３１
３９
【非特許文献４】Ｍｉｔｓｕｈｉｒｏ　Ｔａｔｅｄａ、外２名、“Ｉｎｔｅｒｆｅｒｏｍ
ｅｔｒｉｃ　ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｃｈｒｏｍａｔｉｃ　Ｄｉｓｐｅｒｓｉｏｎ　Ｍｅ
ａｓｕｒｅｍｅｎｔ　ｉｎ　ａ　Ｓｉｎｇｌｅ－Ｍｏｄｅ　Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｆｉｂｅｒ
”、ＩＥＥＥ　ＪＯＵＲＮＡＬ　ＯＦ　ＱＵＡＮＴＵＭ　ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ、Ｖｏ
ｌ．ＱＥ－１７、Ｎｏ．３、１９８１年３月、ｐ．４０４－４０７
【非特許文献５】Ｂ．Ｃｈｒｉｓｔｅｎｓｅｎ、外２名、“ＳＩＭＰＬＥ　ＤＩＳＰＥＲ
ＳＩＯＮ　ＭＥＡＳＵＲＥＭＥＮＴ　ＴＥＣＨＮＩＱＵＥ　ＷＩＴＨ　ＨＩＧＨ　ＲＥＳ
ＯＬＵＴＩＯＮ”、ＥＬＥＣＴＲＯＮＩＣＳ　ＬＥＴＴＥＲＳ、Ｖｏｌ．２９、Ｎｏ．１
、１９９３年１月７日、ｐ．１３２－１３４
【非特許文献６】波平宣敬編、「ＤＷＤＭ光測定技術」、第１版、株式会社オプトロニク
ス社、平成１３年３月１０日、ｐ．４２－４３
【非特許文献７】Ａ．Ｒ．Ｃｈｒａｐｌｙｖｙ、外３名、“ＰＨＡＳＥ　ＭＯＤＵＬＡＴ
ＩＯＮ　ＴＯ　ＡＭＰＬＩＴＵＤＥ　ＭＯＤＵＬＡＴＩＯＮ　ＣＯＮＶＥＲＳＩＯＮ　Ｏ
Ｆ　ＣＷ　ＬＡＳＥＲ　ＬＩＧＨＴ　ＩＮ　ＯＰＴＩＣＡＬ　ＦＩＢＲＥＳ”、ＥＬＥＣ
ＴＲＯＮＩＣＳ　ＬＥＴＴＥＲＳ、Ｖｏｌ．２２、Ｎｏ．８、１９８６年４月１０日、ｐ
．４０９－４１１
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　図１４に示した強度変調器４０を用いる波長分散測定法（ベースバンドＡＭ応答測定法
）においては、光源１０の波長と、強度変調成分が極小値を取る周波数の２つの測定値の
みから式（１）より波長分散を導出できる。この場合、これらの２つのパラメータは高精
度に測定可能であるため、波長分散を正確に導出することが可能である。
【００１３】
　しかし、式（１）は、強度変調器４０のチャープパラメータ（αパラメータ）が０であ
ることを前提としている。実際の強度変調器は有限のαパラメータを有しており、この影
響を考慮して波長分散を導出する必要がある。しかしながら、強度変調器４０のαパラメ
ータを正確に求めるのは容易でなく、その結果、実際に測定される波長分散値は誤差を含
んでしまう。
【００１４】
　また、図１５に示した位相変調器１２を用いる波長分散測定法においては、波長分散を
導出するために位相変調指数を正確に測定する必要があり、この位相変調指数の測定誤差
が波長分散の測定誤差につながる。また、本方法においては受光器１４の出力信号を２分
岐して、交流成分と直流成分の比を求める必要があるが、受光部１４後の直流電圧計５４
、交流電圧計５３までの系に損失の差がある場合、これが波長分散値の測定誤差につなが
る。
【００１５】
　本発明は、上述した事情に鑑みてなされたものであり、連続光を出力する光源と光変調



(6) JP 2010-25725 A 2010.2.4

10

20

30

40

50

器を利用した波長分散測定装置において、測定誤差を増大させる要因である変調器のαパ
ラメータ、変調指数、測定系の損失の影響を含有せず、高精度な波長分散測定を可能とす
る波長分散測定装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１６】
　上記の課題を解決する第１の発明に係る波長分散測定装置は、
　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定装置において、
　連続光を発生させる光源と、
　周波数掃引可能な正弦波信号を発生する電気信号発生器と、
　前記電気信号発生器から出力される正弦波信号によって駆動され、前記光源の出力光に
対して位相変調を行う位相変調器と、
　前記位相変調器から出力される出力光を、前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気
信号に変換する受光器と、
　前記受光器から出力される電気信号の交流成分の強度を観測する交流成分観測手段と
を具備し、
　前記交流成分観測手段により交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被
測定媒体の波長分散値を求める
ことを特徴とする。
【００１７】
　上記の課題を解決する第２の発明に係る波長分散測定装置は、
　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定装置において、
　連続光を発生させる光源と、
　広帯域な電気雑音成分を発生する雑音発生器と、
　前記雑音発生器から出力される電気雑音成分によって駆動され、前記光源の出力光に対
して位相変調を行う位相変調器と、
　前記位相変調器から出力される出力光を前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気信
号に変換する受光器と、
　前記受光器から出力される電気信号の交流成分の強度を観測する交流成分観測手段と
を具備し、
　前記交流成分観測手段により交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被
測定媒体の波長分散値を求める
ことを特徴とする。
【００１８】
　上記の課題を解決する第３の発明に係る波長分散測定装置は、第１の発明又は第２の発
明に係る波長分散測定装置において、
　前記位相変調器の後段に波長分散値が既知である分散媒体を具備し、
　前記位相変調器から出力される出力光を前記波長分散値が既知である分散媒体を通した
後に前記被測定媒体に入射した場合と、前記位相変調器から出力される出力光を前記被測
定媒体に直接入射した場合との２通りについて前記交流成分観測手段により交流成分が極
小値を取る周波数を求め、これらの周波数から前記被測定媒体の波長分散値を符号も含め
て求める
ことを特徴とする。
【００１９】
　上記の課題を解決する第４の発明に係る波長分散測定装置は、第１の発明から第３の発
明のいずれかひとつに係る波長分散測定装置において、
　前記光源は前記連続光の波長が可変の波長可変光源であり、
　前記被測定媒体の波長分散値の波長依存性を測定する
ことを特徴とする。
【００２０】
　上記の課題を解決する第５の発明に係る波長分散測定方法は、
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　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定方法において、
　連続光を発生する工程と、
　周波数掃引可能な正弦波信号を発生する工程と、
　前記正弦波信号を用いて前記連続光に対して位相変調を行う工程と、
　位相変調された前記連続光を前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気信号に変換す
る工程と、
　前記電気信号の交流成分の強度を観測する工程と、
　前記交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被測定媒体の波長分散値を
求める工程と
を具備する
ことを特徴とする。
【００２１】
　上記の課題を解決する第６の発明に係る波長分散測定方法は、
　被測定媒体の波長分散値を求める波長分散測定方法において、
　連続光を発生させる工程と、
　広帯域な電気雑音成分を発生させる工程と、
　前記電気雑音成分を用いて前記連続光に対して位相変調を行う工程と、
　位相変調された前記連続光を前記被測定媒体に入射した際の出力光を電気信号に変換す
る工程と、
　前記電気信号の交流成分の強度を観測する工程と、
　前記交流成分が極小値を取る周波数を求め、この周波数から被測定媒体の波長分散値を
求める工程と
を具備する
ことを特徴とする。
【００２２】
　上記の課題を解決する第７の発明に係る波長分散測定方法は、第５の発明又は第６の発
明に係る波長分散測定方法において、
　位相変調された前記連続光を波長分散値が既知である分散媒体を通す工程と、
　位相変調された前記連続光を前記分散媒体を通した後に前記被測定媒体に入射した場合
と、位相変調された前記連続光を前記被測定媒体に直接入射した場合との２通りについて
交流成分が極小値を取る周波数を求め、これらの周波数から前記被測定媒体の波長分散値
を符号も含めて求める工程と
を具備する
ことを特徴とする。
【００２３】
　上記の課題を解決する第８の発明に係る波長分散測定方法は、第５の発明から第６の発
明のいずれかひとつに係る波長分散測定方法において、
　前記連続光は波長を可変とし、
　前記被測定媒体の波長分散値の波長依存性を測定する
ことを特徴とする。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明により、変調器のαパラメータ、変調指数、測定系の損失といった測定誤差を増
大させる要因の影響を含まず、変調周波数のみから波長分散を高精度に導出できる波長分
散測定装置を提供することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２５】
　以下、本発明に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法の実施例について、図面を
参照して詳細に説明する。
【実施例１】
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【００２６】
　本発明に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法の第１の実施例について説明する
。
　図１は本実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図、図２は位相変調直後、及
び分散媒体出力において位相変調光が強度変調成分を持たなくなる条件における各変調側
波帯の位相相関を模式的に示した説明図、図３は分散媒体出力において位相変調光が強度
変調成分を持たなくなる条件における各変調側波帯の位相相関を模式的に示した説明図、
図４は分散媒体出力での光の時間波形の計算結果を示すグラフ、図５は受光器出力におけ
る交流成分強度と周波数の相関の計算結果を示すグラフ、図６は本実施例に係る波長分散
方法の手順を説明するフローチャートである。
【００２７】
　図１に示すように、本実施例に係る波長分散測定装置においては、まず光源１０から出
力される単一波長の連続光に対し任意の変調指数の正弦波位相変調を位相変調器１２によ
り施した後に、分散媒体１３に入射する。位相変調器１２は周波数可変発振器１１出力の
正弦波信号により駆動される。
【００２８】
　分散媒体１３の出力を受光器１４で電気信号に変換し、スペクトラムアナライザ１５に
より交流成分を観測する。位相変調器１２直後の光は正弦波状にチャープした連続光であ
るが、分散媒体１３中において位相変調－強度変調変換により強度変調成分が発生する。
【００２９】
　ここで、周波数可変発振器１１出力の正弦波信号周波数を掃引させると、分散媒体出力
光の時間波形が強度変調成分を持たない、すなわち連続光になる変調周波数が存在する。
そして、この変調周波数の値のみから分散媒体１３の波長分散を直接導出することが可能
となる。
【００３０】
　上記の動作を順を追って説明する。光源１０出力の連続光の光周波数及び電界振幅をそ
れぞれω0、Ｅ0とする。このとき連続光の電界は式（２）で表わされる。
【数２】

【００３１】
　この連続光に対して位相変調器１２により正弦波位相変調を施すと、位相変調器１２出
力における光の電界は式（３）で表わされる。
【数３】

　ここで、ｆmは位相変調周波数、Δθは位相変調の変調指数、Ｊnは第１種ベッセル関数
である。また、ｎは整数であり、変調側波帯の番号を示す。
　すなわち、式（３）はＪn（Δθ）で表わされる振幅を有する変調側波帯の電界が角周
波数間隔２πｆmで発生することを示している。ｎの絶対値は元の連続光から離れるにし
たがって大きくなり、その符号はもとの連続光周波数より高周波側が正となる。
【００３２】
　図２に位相変調により発生する変調側波帯の位相相関をｔ＝０の場合について模式的に
示す。図２中のＥnはｎ番目の変調側波帯を表している。なお、実際の変調側波帯の振幅
はＥ0・Ｊn（Δθ）で与えられ、それらはおのおの異なった大きさを有しているが、図２
では簡略化のためにこの振幅偏差を無視している。
【００３３】
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　図２のＩｍ｛Ｅ｝－Ｒｅ｛Ｅ｝平面上におけるＥnのＲｅ｛Ｅ｝軸からの角度が、Ｅnの
相対的な位相を示している。ｎが負の奇数である場合Ｊn（Δθ）は負の値を取り、それ
以外のｎの値についてはＪn（Δθ）は正の値を取る。このため、図２に示されるように
ｎが負の奇数である場合の変調側波帯は他の変調側波帯と位相がπずれている。
【００３４】
　位相変調器１２出力の光を分散媒体１３に入射すると、おのおのの変調側波帯は波長分
散による位相変化を受け、その結果、位相変調－強度変調変換が起こり、強度変調成分が
発生する。分散媒体１３の群速度分散値と長さをそれぞれβ2、Ｌとすると、分散媒体１
３後の光の電界は式（４）で表わされる。
【数４】

【００３５】
　ｔ＝０の場合について考えると、式（４）より、β2Ｌの群速度分散を有する分散媒体
１３を通過することによる各変調側波帯の位相変化は、図２のＩｍ｛Ｅ｝－Ｒｅ｛Ｅ｝平
面を２π2ｎ2（ｆm

2β2Ｌ）だけ回転することに相当する。すなわち、群速度分散により
各変調側波帯が受ける相対的な位相変化量はｎ2に比例する。ここで、ｎ＝±１の場合、
すなわちＥ±１の変調側波帯について考えると、この変調側波帯がβ2Ｌの群速度分散を
有する分散媒体１３を通過後に受ける位相変化量は２π2（ｆm

2β2Ｌ）となる。
【００３６】
　この位相変化量がπの偶数倍となる場合、すなわちｋを自然数として以下の式（５）が
成り立つ場合、各変調側波帯の位相は図２に示すような相関関係に戻る。

【数５】

　すなわち、この場合、分散媒体１３後の光は強度変調成分を持たない連続光に戻ること
になる。
【００３７】
　ここで、式（５）をｆmについて解くと、以下の式（６）が得られる。

【数６】

【００３８】
　一方、位相変化量２π2（ｆm

2β2Ｌ）がπの奇数倍となる場合、すなわちｋを自然数と
して以下の式（７）が成り立つ場合、各変調側波帯の位相は図３に示すような相関関係に
なる。

【数７】

　この場合、図２と図３に示される位相関係は、元の連続光の光周波数を中心として対称
的な関係になっている。したがって、式（７）が成り立つ場合においても、分散媒体１３
後の光は強度変調成分を持たない連続光に戻ることになる。
【００３９】
　ここで、式（７）をｆmについて解くと、以下の式（８）となる。
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【数８】

【００４０】
　式（６）と式（８）をまとめると、位相変調周波数が以下の式（９）を満たす場合、分
散媒体１３出力における位相変調光は、強度変調成分を持たない連続光に戻ることになる
。

【数９】

　ただし、ｋは自然数とする。なお、式（９）は位相変調指数Δθを含まないため、式（
９）が成立する場合に位相変調光が連続光に戻るという振舞いは、いかなる位相変調指数
Δθについても成立する。
【００４１】
　なお、波長λにおける群速度分散β2と単位長さ当たりの波長分散Ｄの関係は以下の式
（１０）で表わされる。

【数１０】

　ただし、ｃは真空中の光速度である。
【００４２】
　ここで、式（１０）を式（９）に代入することによって、以下の式（１１）が得られる
。
【数１１】

【００４３】
　さらに、この式（１１）を分散媒体１３の総波長分散量｜Ｄ｜Ｌについて解くと、以下
の式（１２）が得られる。
【数１２】

　ただし、ｋは自然数とする。
【００４４】
　このように、正弦波位相変調の変調周波数を掃引させて分散媒体１３出力における光の
時間波形が強度変調成分を持たない、すなわち連続光になる変調周波数を求めることによ
り、式（１２）より分散媒体１３の総波長分散量｜Ｄ｜Ｌを求めることが可能となる。式
（１２）から分かるように、本実施例に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法にお
ける分散測定においては、使用する光源１０の出力光の波長λ、及び分散媒体１３出力に
おける光が連続光となる変調周波数ｆmという２つのパラメータのみから正確に波長分散
を導出することが可能である。そして、これらの２つのパラメータはともに精度の高い測
定が可能であり、その結果、得られる波長分散の値も精度の高いものとなる。
【００４５】
　ここで、分散媒体１３を波長分散Ｄが１７［ｐｓ／（ｎｍ・ｋｍ）］、長さＬが８０［
ｋｍ］のファイバとし、上述した波長分散測定方法の動作確認を数値計算にて行った結果
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を示す。
　光源の波長は１５５０［ｎｍ］とした。これらの条件を式（１１）に入れると以下の式
（１３）が得られる。
【数１３】

【００４６】
　式（１３）においてｋ＝０．５、１、１．５、２の場合について、すなわちｆm＝６．
７７、９．５８、１１．７３、１３．５５［ＧＨｚ］の場合について、上記の長さ８０［
ｋｍ］のファイバ出力における光の時間波形を、数値計算で求めた結果を図４に示す。
　ここでは、位相変調の変調指数０．０７πと０．１９πの２つの場合について計算した
。いずれの位相変調指数においても、ｋが自然数の場合、すなわちｆm＝９．５８、１３
．５５［ＧＨｚ］の場合、光の時間波形は強度変調成分を持たない連続光となり、それ以
外の場合は強度変調された光になっていることが分かる。
【００４７】
　また、上記と同じ系で位相変調周波数を０．５［ＧＨｚ］から２０［ＧＨｚ］まで変化
させた場合における、受光器出力中の変調周波数成分の強度を数値計算により求めた結果
を図５に示す。
　図５においては、変調周波数ｆm＝９．６、１３．６、１６．６、１９．２［ＧＨｚ］
の各周波数成分において交流成分強度が極小値を取っていることが分かる。これらの４つ
の周波数は式（１２）におけるｋ＝１、２、３、４の場合に相当する。これらの値から被
測定媒体１３の｜Ｄ｜Ｌの値１３６０［ｐｓ／ｎｍ］が導出される。
【００４８】
　ここで、本実施例に係る波長分散方法の手順について説明する。
　図６に示すように、はじめに、ステップＳ１０において、光源１０、位相変調器１２、
発振器１１、分散媒体（被測定媒体）１３、受光器１４、スペクトラムアナライザ１５を
接続する。
【００４９】
　次に、ステップＳ１１において、発振器１１の周波数を掃引し、スペクトラムアナライ
ザ１５によって各変調周波数における交流成分強度を測定する。
　次に、ステップＳ１２において、交流成分強度が極小値を取る変調周波数ｆmを求める
。
　最後に、ステップＳ１３において、式（１２）より分散媒体（被測定媒体）１３の総波
長分散値｜Ｄ｜Ｌを求める。
【実施例２】
【００５０】
　本発明に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法の第２の実施例について説明する
。
　図７は本実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図、図８は受光器出力におけ
る交流成分強度と周波数の相関の計算結果を示すグラフ、図９は本実施例に係る波長分散
方法の手順を説明するフローチャートである。
【００５１】
　図７に示すように、本実施例においては、図１に示した第１の実施例と異なり、周波数
可変の発振器１１の代わりに雑音発生器２０が用いられる。この雑音発生器２０から出力
された広帯域の白色雑音信号を位相変調器１２に入力し、光源１０からの光に位相変調を
施した後に分散媒体１３に入射する。
【００５２】
　分散媒体１３の出力を受光器１４で電気信号に変換し、スペクトラムアナライザ１５に
より白色雑音信号周波数範囲内の交流成分を観測する。分散媒体１３中においては各周波
数成分に対して位相変調－強度変調変換により強度変調成分が発生する。しかしながら、
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式（１１）を満たす周波数については強度変調成分が０になるため、この周波数について
は交流成分強度が極小値を取る。この極小値を取る周波数から式（１２）より分散媒体の
波長分散を直接導出することが可能となる。
【００５３】
　第１の実施例と同じ波長分散Ｄが１７［ｐｓ／（ｎｍ・ｋｍ）］、長さＬが８０［ｋｍ
］のファイバを被測定媒体１３として、本実施例における波長分散測定方法の動作確認を
数値計算にて行った結果を図８に示す。
　図８においては、変調周波数ｆm＝９．６、１３．６、１６．６、１９．２［ＧＨｚ］
の各周波数成分において交流成分強度が極小値を取っている。これらの４つの周波数は式
（１２）におけるｋ＝１、２、３、４の場合に相当する。これらの値から被測定媒体１３
の｜Ｄ｜Ｌの値１３６０［ｐｓ／ｎｍ］が導出される。
【００５４】
　ここで、本実施例に係る波長分散方法の手順について説明する。
　図９に示すように、はじめに、ステップＳ２０において、光源１０、位相変調器１２、
雑音発生器２０、分散媒体（被測定媒体）１３、受光器１４、スペクトラムアナライザ１
５を接続する。
【００５５】
　次に、ステップＳ２１において、スペクトラムアナライザ１５によって交流成分強度の
変調周波数依存性を測定する。
　次に、ステップＳ２２において、交流成分強度が極小値を取る変調周波数ｆmを求める
。
　最後に、ステップＳ２３において、式（１２）より分散媒体（被測定媒体）１３の総波
長分散値｜Ｄ｜Ｌを求める。
【実施例３】
【００５６】
　本発明に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法の第３の実施例について説明する
。
　図１０は本実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図、図１１は本実施例に係
る波長分散方法の手順を説明するフローチャートである。
　図１０に示すように、本実施例においては、図１に示した第１の実施例の構成に加えて
、位相変調器１２の後段に波長分散値が既知である分散媒体３０が挿入されている。この
分散媒体３０が挿入された状態と、これを除いた状態の２回について分散測定を行うこと
により、被測定媒体１３の波長分散値と長さの積ＤＬの値を、正負の符号も含めて導出す
ることが可能となる。以下にその測定原理を示す。
【００５７】
　波長分散値が既知である分散媒体３０について、その波長分散値と長さをそれぞれＤ0

、Ｌ0とおく。一方、被測定媒体１３について、その波長分散値と長さをそれぞれＤ、Ｌ
とおく。これらの２つのファイバを接続して位相変調光を入射した場合について、強度変
調周波数成分の強度が極小値を取る周波数の最小値（すなわち、式（１１）において、ｋ
＝１の場合の周波数）を、ｆm1とおく。この場合、以下の式（１４）が成り立つ。
【数１４】

【００５８】
　続いて、波長分散値が既知である分散媒体３０を除去し、被測定媒体１３のみに位相変
調光を入射した場合について、強度変調周波数成分の強度が極小値を取る周波数の最小値
（すなわち、式（１１）において、ｋ＝１の場合の周波数）を、ｆm2とおく。この場合、
以下の式（１５）が成り立つ。
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【数１５】

【００５９】
　式（１５）の両辺の２乗から式（１４）の両辺の２乗を引くことにより、以下の式（１
６）が得られる。

【数１６】

　式（１６）から分かるように、本実施例に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法
により、被測定媒体１３の波長分散値と長さの積ＤＬの値を、正負の符号も含めて導出す
ることが可能である。
【００６０】
　ここで、本実施例に係る波長分散方法の手順について説明する。
　図１１に示すように、はじめに、ステップＳ３０において、光源１０、位相変調器１２
、発振器１１、分散媒体（分散量既知）３０、分散媒体（被測定媒体）１３、受光器１４
、スペクトラムアナライザ１５を接続する。
【００６１】
　次に、ステップＳ３１において、発振器１１の周波数を掃引し、スペクトラムアナライ
ザ１５によって各変調周波数における交流成分強度を測定する。
　次に、ステップＳ３２において、交流成分強度が極小値を取る変調周波数ｆm1を求める
。
　次に、ステップＳ３３において、分散媒体（分散量既知）３０を除去し、位相変調器１
２出力を分散媒体（被測定媒体）１３に接続する。
【００６２】
　次に、ステップＳ３４において、発振器１１の周波数を掃引し、スペクトラムアナライ
ザ１５によって各変調周波数における交流成分強度を測定する。
　次に、ステップＳ３５において、交流成分強度が極小値を取る変調周波数ｆm2を求める
。
　最後に、ステップＳ３６において、式（１６）より分散媒体（被測定媒体）１３の総波
長分散値ＤＬを求める。
【実施例４】
【００６３】
　本発明に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法の第４の実施例について説明する
。
　図１２は本実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図、図１３は本実施例に係
る波長分散方法の手順を説明するフローチャートである。
　図１２に示すように、本実施例においては、使用される光源が波長可変光源３１である
ことが特徴となる。これにより、波長可変光源３１の出力可能な波長範囲内で分散測定を
行うことが可能となる。
【００６４】
　ここで、本実施例に係る波長分散方法の手順について説明する。
　図１３に示すように、はじめに、ステップＳ４０において、波長可変光源３１、位相変
調器１２、雑音発生器２０、分散媒体（被測定媒体）１３、受光器１４、スペクトラムア
ナライザ１５を接続する。
【００６５】
　次に、ステップＳ４１において、スペクトラムアナライザ１５によって交流成分強度の
変調周波数依存性を測定する。
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　次に、ステップＳ４２において、交流成分強度が極小値を取る変調周波数ｆmを求める
。
　次に、ステップＳ４３において、式（１２）より分散媒体（被測定媒体）１３の総波長
分散値｜Ｄ｜Ｌを求める。
【００６６】
　次に、ステップＳ４４において、波長可変光源の設定波長を変化させる。波長可変光源
の設定波長を変化後、再度ステップＳ４１からステップＳ４３を実行する。そして、波長
可変光源３１の出力可能な波長範囲内、又は波長分散測定を必要とする範囲内で設定波長
を変化させ終えた後、ステップＳ４５へ移行する。
　最後に、ステップＳ４５において、分散媒体（被測定媒体）１３の総波長分散値｜Ｄ｜
Ｌを求める。
【００６７】
〔他の実施例〕
　以上、本発明に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法の好適な実施例を例示して
説明したが、本発明の実施形態は上述した実施例に限定されるものではなく、本発明の範
囲内において、その構成部材等の置換、変更、追加、個数の増減、形状の設計変更、設定
パラメータの変更等を行うことは、全て本発明の範囲に含まれるものである。
【００６８】
　上記非特許文献５及び上記非特許文献６の波長分散測定装置においては、強度変調器の
αパラメータの値の誤差が波長分散の測定誤差につながる。また、上記特許文献１の波長
分散測定装置においては、波長分散を導出するために、位相変調指数が既知の測定系を用
意するか、位相変調指数を別途測定する必要がある。さらに、上記特許文献１の波長分散
測定装置においては、受光器出力における直流成分と交流成分の強度比の測定誤差が波長
分散の測定誤差につながる。
【００６９】
　これに対し、本発明に係る波長分散測定装置及び波長分散測定方法においては、測定誤
差を増大させる要因である位相変調器１２のαパラメータ、変調指数、測定系の損失の各
々の影響が含有されず、交流信号の周波数の値のみから高精度な波長分散値を導出するこ
とが可能である。
【産業上の利用可能性】
【００７０】
　本発明は、光ファイバや光部品の基本特性の一つである波長分散値を測定する波長分散
測定装置に利用することが可能である。
【図面の簡単な説明】
【００７１】
【図１】第１の実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図である。
【図２】位相変調直後、及び分散媒体出力において位相変調光が強度変調成分を持たなく
なる条件における各変調側波帯の位相相関を模式的に示した説明図である。
【図３】分散媒体出力において位相変調光が強度変調成分を持たなくなる条件における各
変調側波帯の位相相関を模式的に示した説明図である。
【図４】分散媒体出力での光の時間波形の計算結果を示すグラフである。
【図５】受光器出力における交流成分強度と周波数の相関の計算結果を示すグラフである
。
【図６】第１の実施例に係る波長分散方法の手順を説明するフローチャートである。
【図７】第２の実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図である。
【図８】受光器出力における交流成分強度と周波数の相関の計算結果を示すグラフである
。
【図９】第２の実施例に係る波長分散方法の手順を説明するフローチャートである。
【図１０】第３の実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図である。
【図１１】第３の実施例に係る波長分散方法の手順を説明するフローチャートである。
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【図１２】第４の実施例に係る波長分散測定装置の一例を示す構成図である。
【図１３】第４の実施例に係る波長分散方法の手順を説明するフローチャートである。
【図１４】従来の波長分散測定装置の第１の構成例を示す図である。
【図１５】従来の波長分散測定装置の第２の構成例を示す図である。
【符号の説明】
【００７２】
１０　光源
１１　位相変調器
１２　発振器（周波数可変）
１３　分散媒体（被測定媒体）
１４　受光器
１５　スペクトラムアナライザ
２０　雑音発生器
３０　波長分散量が既知である分散媒体
３１　波長可変光源
４０　強度変調器
４１　ネットワークアナライザ
５０　発振器（周波数固定）
５１　分波器
５２　光スペクトラムアナライザ
５３　交流電圧計
５４　直流電圧計
５５　バンドパスフィルタ
５６　光増幅器
５７　可変光減衰器
５８　比較器
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